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本日のポイント（住宅ローン減税における省エネ基準適合の必須要件化）

認定長期優良住宅
認定低炭素住宅

ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

省エネ基準に適合しない
「その他の住宅」

5,000万円

2022年 2023年 2024年入居 2025年入居控除率 0.7％ 控除期間 13年

4,500万円

（＊）住宅ローン減税の税務署への申請時、確認済証の写しを提出し、2023年12月末までに建築確認を受けた住宅であることを証する必要があります。
2024年６月末までに竣工済の住宅については、省エネ基準に適合しない場合にも特例の適用がある場合があります。

4,500万円

4,000万円

3,000万円

3,500万円

3,000万円

０円
（2023年末までに建築確認を受けた
場合、借入限度額2,000万円(＊)）

2024年１月以降に建築確認を受けた新築住宅について、
住宅ローン減税を受けるには、省エネ基準に適合する必要があります
新築住宅の場合
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住宅における省エネルギー対策の強化（新築住宅）
○ 建築物省エネ法の改正により、2025年４月（予定）以降、原則全ての建築物
について、省エネ基準への適合が義務化（予定）。
○ これに先立ち、早期の適合率向上を図る観点から、住宅の新築に対する各種
支援措置において、順次省エネ基準適合を必須要件化。

2021年 エネルギー基本計画・地球温暖化対策計画 改定

2022年 １月 : 住宅ローン減税の延⾧（制度改正）
６月 : 改正建築物省エネ法成立（６月）

2023年 ４月 : 【フラット３５】省エネ基準要件化開始

2024年 １月 : 【住宅ローン減税】省エネ基準適合を必須要件化開始

2025年 ４月（予定） : 改正建築物省エネ法施行
（原則全ての新築住宅に省エネ基準適合を義務付け）
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住宅ローン減税による省エネ性能の高い住宅への誘導
令和４年度税制改正（2021年12月）で、2022年以降４年間の住宅ローン減税の内容が決定

借
入
限
度
額
の
増
額

2022年～ : 省エネ性能等に応じた借入限度額の上乗せ措置を導入
2024年～ : 新築の「その他の住宅」（省エネ基準非適合）は原則適用対象外

改正のポイント
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2024年１月以降の住宅ローン減税申告手続き

2024年１月１日以降に入居する場合、省エネ基準適合住宅以上の住宅であることの証明書が必要

原則

以下の書類により以下の事実関係が確認できた場合、住宅ローン減税の適用対象
○ 2023年12月31日までに建築確認を受けたこと 確認済証 or 検査済証で確認
○ 2024年６月30日までに竣工済であること 登記事項証明書で確認

※ただし、この場合の借入限度額は2,000万円、控除期間は10年

例外
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「省エネ基準適合住宅」であることの証明書について
○「省エネ基準適合住宅」であることの証明書として、以下のいずれかを提出する必要

① 建設住宅性能評価書の写し
② 住宅省エネルギー性能証明書

○ いずれも住宅取得者単独で取得することが困難であるため、設計者、施工者等の協力が
不可欠です。ご協力の程よろしくお願いいたします。

① 建設住宅性能評価書 ② 住宅省エネルギー性能証明書
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建設住宅性能評価書
○ 住宅性能表示制度上の証明書。登録住宅性能評価機関が発行。
○ 5-1「断熱等性能等級」が４以上、かつ、5-2「一次エネルギー消費量等級」が４以上
であることを証するものが有効

○ 【要注意】「設計住宅性能評価書」で申請することはできません。

「建設住宅性能評価書」について、詳しくはこちら
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001594049.pdf
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住宅省エネルギー性能証明書

住宅の省エネ性能に特化して証明する、住宅ローン減税用の証明書
（令和４年度税制改正の住宅ローン減税延⾧時に本証明書の制度が創設）
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住宅省エネルギー性能証明書の特徴

登録住宅性能評価機関のほか、建築士も発行可能です。

対象住宅の設計・工事監理等を実施した建築士による証明も可能
※対象住宅との関係で当事者ではない第三者の建築士を探す必要は必ずしも
ありません。

本来事務と一体的に証明事務を行うなど、柔軟な対応も可能
※本証明事務の調査を本来事務として実施する工事監理の現場調査と兼ねて
実施する 等

１

２

３

「住宅省エネルギー性能証明書」について、詳しくはこちら
（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000017.html）
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本日のポイント（まとめ）

2024年１月以降に建築確認を受けた新築住宅について、
住宅ローン減税を受けるには、省エネ基準に適合する必要があります

原則として、省エネ基準適合住宅以上の住宅であることの証明書
が必要となります。

１

２

３
いずれの証明書も、住宅取得者単独で取得することが困難である
ため、設計者、施工者等の協力が不可欠です。ご協力の程よろし
くお願いいたします。
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13年（「その他の住宅」は、2024年以降の入居の場合、10年）

10年

2,000万円

50㎡（新築の場合、2023年までに建築確認：４０㎡（所得要件：1,000万円））

長期優良住宅・低炭素住宅

ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

＜入居年＞

4,500万円

4,000万円

その他の住宅

2022(R4)年 2023(R5)年 2024(R6)年 2025(R7)年

3,000万円

3,500万円

3,000万円

０円
（2023年までに新築の建築確認 ： 2,000万円）

5,000万円 4,500万円

その他の住宅 2,000万円

長期優良住宅・低炭素住宅
ZEH水準省エネ住宅
省エネ基準適合住宅

3,000万円

住宅ローン減税等の住宅取得促進策に係る所要の措置（所得税・相続税・贈与税・個人住民税）

住宅ローン減税について、控除率、控除期間等を見直すとともに、環境性能等に応じた借入限度額の上乗せ措置等を講じた上で、
適用期限を４年間延長する。

 住宅取得等資金に係る贈与税非課税措置は、非課税限度額を良質な住宅は1,000万円、その他の住宅は500万円とした上で、適用期限を２年間延長。
＊良質な住宅とは、一定の耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のいずれかを有する住宅。
＊既存住宅の築年数要件については、住宅ローン減税と同様に緩和。

 認定住宅に係る投資型減税は、対象にZEH水準省エネ住宅を追加した上で、２年間延長。

控除期間
新築住宅・買取再販

※既存住宅の築年数要件（耐火住宅25年以内、非耐火住宅20年以内）については、「昭和57年以降に建築された住宅」（新耐震基準適合住宅）に緩和。

一律０．７％控除率

所得要件

床面積要件

借
入
限
度
額

新
築
住
宅
・
買
取
再
販

既
存
住
宅

既存住宅
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（参考）住宅省エネルギー性能証明書様式
○様式をHPにて公開
○証明書に添付資料は不要
○ワードで記入の上、押印をして作成

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001587571.doc
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（参考）住宅省エネルギー性能証明書記載例

○記載例をHPにて公開
○該当箇所以外は空欄で差し支えありません

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001613163.pdf
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（参考）周知用チラシ

○データをHPにて公開
○ご自由にご使用頂けます。制度周知にご協力ください。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001613031.pdf



建築物省エネ法の省エネ基準等について

国土交通省 住宅局
参事官（建築企画担当）付

２０２３年６月１６日



①建築物省エネ法の改正について
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部門別のエネルギー消費の推移

○ 他部門（産業・運輸）が減少・微増する中、業務部門・家庭部門のエネルギー消費量は大きく増加し（90年比

で16.9％増（左図））、現在では全エネルギー消費量の約３割（30.4％）（右図）を占めている。

○ 建築物における省エネルギー対策の抜本的強化が必要不可欠。
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最終エネルギー消費量の推移 シェアの推移
（ペタジュール） （ペタジュール）

（年度） （年度）

出典：総合エネルギー統計（エネ庁）

30.4％

52.6％

12.6％

22.6％

46.3％

23.3％

産業部門

業務部門

運輸部門

家庭部門
12.2％

16.4％

14.0％
24.9％

業務部門
+24.1％

家庭部門
+9.5％

産業部門

▲15.7％

業務部門
＋

家庭部門

＋16.9％

1990年比

運輸部門

▲1.4％
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○ エネルギー基本計画（令和3年10月22日閣議決定） （抜粋）

2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能が確保されている

ことを目指す。

建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅及び小規模建築物の省

エネルギー基準への適合を2025年度までに義務化するとともに、2030年度以降新築される住宅・建築

物について、 ZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指し、整合的な誘導基準・住宅

トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度までに

実施する。加えて、規制強化のみならず、公共建築物における率先した取組を図るほか、ZEHやZEB

の実証や更なる普及拡大に向けた支援等を講じていく。さらに、既存住宅・建築物の改修・建替の支援

や、省エネルギー性能に優れリフォームに適用しやすい建材・工法等の開発・普及、新築住宅の販売

又は賃貸時における省エネルギー性能表示の義務化を目指すなどの省エネルギー対策を総合的に

促進する。

2050年において設置が合理的な住宅・建築物には太陽光発電設備が設置されていることが一般的

となることを目指し、これに至る2030年において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置される

ことを目指す。

第６次エネルギー基本計画
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地球温暖化対策計画

○ 地球温暖化対策計画（令和3年10月22日閣議決定） （抜粋）

省エネルギー基準適合義務の対象外である小規模建築物の省エネルギー基準への適合を2025年

度までに義務化するとともに、2030年度以降新築される建築物についてZEB基準の水準の省エネル

ギー性能の確保を目指し、整合的な誘導基準の引上げや、省エネルギー基準の段階的な水準の引

上げを遅くとも2030年度までに実施する。（略）

省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅の省エネルギー基準への適合を2025年度までに

義務化するとともに2030年度以降新築される住宅についてZEH基準の水準の省エネルギー性能の確

保を目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階的な水

準の引上げを遅くとも2030年度までに実施する。（略）

加えて、規制強化のみならず、（略）新築住宅の販売又は賃貸時における省エネルギー性能表示の

義務化を目指すなどの省エネルギー対策を総合的に促進する。

住宅・建築物については、2030年において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置されてい

ることを目指す。

木材利用促進法を踏まえ、公共建築物や中大規模建築物等における木材利用を促進するために、

建築物木材利用促進協定制度の運用、地域材利用のモデルとなるような公共建築物の木造化、内

装等の木質化を推進するとともに、CLT（直交集成板）や木質耐火部材等の製品・技術の開発・普及、

建築基準の合理化、先導的な設計・施工技術が導入される木造建築物の整備、非住宅・中高層の木

造建築物の設計支援情報の集約一元化、設計者等の育成等を行う。
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地球温暖化対策計画・エネルギー基本計画の見直し

住宅・建築物分野の削減目標:CO2 排出量58％削減

2030年度
CO2排出量

（百万t-CO2）
最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

（百万kl）

削減目標
677

▲45%
（▲26％）

約280
▲約23%
（▲10%）

産業部門 289 ▲38% 約140 ▲約17%

住宅・建築物分野
186

▲58%
（▲40％）

約80
▲約29%

（▲20％）

業務部門
（建築物） 116 ▲51% 約50 ▲約15%

家庭部門（住宅） 70 ▲66% 約30 ▲約43%

運輸部門 146 ▲35% 約60 ▲約28%

ｴﾈﾙｷ゙ 転ー換部門 56 ▲47% - -

住宅・建築物の省エネ目標:889万kl（約2割増）

出典：2030年度におけるエネルギー需給の見通し（R3.9）（資源エネルギー庁）等より作成

※H28年の温暖化対策計画における全体の省エネ量：約5,030万kl
（うち住宅・建築物の省エネ量：約730万kl）

地球温暖化対策計画・エネルギー基本計画の見直し（R3.10.22）

再エネ
22～24％程度

原子力
22～20％程度

ＬＮＧ
27％程度

石炭
26％程度

石
油

再エネ
36～38％程度

原子力
22～20％程度

ＬＮＧ
20％程度

石炭
19％程度

石
油

2030年の電源構成

見直し前

見直し後

※括弧内はH28年の温暖化対策計画における数値



改正建築物省エネ法等の背景・必要性、目標・効果

○ 2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46％削減（2013年度比）の実現に向け、

2021年10月、地球温暖化対策等の削減目標を強化

背景・必要性

○ 「エネルギー基本計画」（2021年10月22日閣議決定） ※

・ 2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能が確保
されていることを目指す。

・ 建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅及び小規模
建築物の省エネルギー基準への適合を2025年度までに義務化するとともに、2030年度以
降新築される住宅・建築物について、 ZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能の確保を
目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階
的な水準の引上げを遅くとも2030年度までに実施する。

○ 「成長戦略フォローアップ」（2021年6月18日閣議決定）

・ 建築基準法令について、木材利用の推進、既存建築物の有効活用に向け、2021年中に
基準の合理化等を検討し、2022年から所要の制度的措置を講ずる。

目標・効果
建築物分野の省エネ対策の徹底、吸収源対策としての木材利用拡大等を通じ、脱炭素社会の実現に寄与。

○ 2013年度からの対策の進捗により、住宅・建築物に係るエネルギー消費量を約889万kL削減（2030年度）

ストック平均で、 ZEH・ZEB（ﾈｯﾄ･
ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ/ﾋﾞﾙ）水準の省
エネ性能の確保を目指す

【2050年】

【2030年】
新築について、ZEH・ZEB水準の

省エネ性能の確保を目指す

＜ 2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けた取組 ＞

抜本的な取組の強化が必要不可欠

＜木材需要の割合＞ （2020年度）

製材用材
33％

その他
用材
2％

パルプ・
チップ用材

35％

合板
用材
12％

建築物分野：約4割

燃料材
17％

＜エネルギー消費の割合＞ （2019年度）

建築物分野：約3割

業務・家庭
30％

運輸
23％

産業
46％

エネルギー消費の約３割を占める
建築物分野での省エネ対策を加速

木材需要の約４割を占める
建築物分野での木材利用を促進

※ 「地球温暖化対策計画」 （2021年10月22日閣議決定）にも同様の記載あり
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建築物省エネ法の改正（2022年6月17日公布）の概要

※ 中小工務店や審査側の体制整備等に配慮して十分な準備期間を

全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け

※ 建築確認の中で、構造安全規制等の適合性審査と一体的に実施

確保しつつ、2025年度までに施行する

大規模
2,000m2以上

中規模

300m2未満
小規模

非住宅 住宅

改正

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

非住宅 住宅

現行

適合義務

説明義務

届出義務

届出義務

説明義務

適合義務

住宅の省エネ改修の低利融資制度の創設（住宅金融支援機構）

形態規制の合理化

住宅金融支援機構法

建築基準法

○ 対象 ： 自ら居住するための住宅等について、省エネ・再エネに資する
所定のリフォームを含む工事

○ 限度額：500万円、 返済期間：10年以内、 担保・保証： なし

絶対高さ制限高効率の

熱源設備

省エネ改修で設置

高さ制限等を満たさないことが、
構造上やむを得ない場合

（市街地環境を害さない範囲で）

形態規制の特例許可

市町村が、地域の実情に応じて、太陽光発電等の

再エネ設備＊の設置を促進する区域※を設定

建築物省エネ法

・ 建築士から建築主へ、再エネ設備の導入効果等を書面で説明

・ 条例で定める用途・規模の建築物が対象

再エネ導入効果の説明義務

形態規制の合理化 ※新築も対象

促進

計画

促進計画に即して、
再エネ設備を設置する場合

形態規制の特例許可

2017.4～

2021.4～

建築物省エネ法

建築物省エネ法

太陽光パネル等で屋根をかけると建蔽率（建て坪）が増加

省エネ性能表示の推進

・ 販売・賃貸の広告等に省エネ性能を表示す

る方法等を国が告示

・ 必要に応じ、勧告・公表・命令

住宅トップランナー
制度の対象拡充

分譲マンション

【現行】 建売戸建
注文戸建
賃貸アパート

【改正】

を追加

低炭素建築物認定・長期優良住宅認定等 非住宅

住宅

▲20％

【現行】

▲10％

【改正】

▲30～40％
（ZEB水準）

▲20％
（ZEH水準）

省エネ基準から

省エネ基準から

一次エネルギー消費量基準等を強化

■ より高い省エネ性能への誘導

■ 省エネ性能の底上げ

（類似制度）

窓・エアコン等の

省エネ性能表示

2017.4～

2021.4～

■ 再エネ設備の導入促進

■ ストックの省エネ改修

（参考） 誘導基準の強化

［省令・告示改正］

＊ 太陽光発電
太陽熱利用
地中熱利用
バイオマス発電 等行政区域全体 一定の街区等

や
※ 区域は、住民の意見

を聴いて設定。
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（参考）ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）水準の省エネ性能

○ Ｈ２７．１２．１７に、経産省のＺＥＨロードマップ検討委員会にてとりまとめられた「ＺＥＨロードマップ」 におい
て、 「ＺＥＨは、快適な室内環境を保ちながら、住宅の高断熱化と高効率設備によりできる限りの省エネルギーに努め、
太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、１年間で消費する住宅のエネルギー量が正味（ネット）で概ねゼロ以下と
なる住宅」と定義。

○ 具体的な基準は、以下のとおり。

＋
給湯

照明

暖房

冷房
換気

給湯

照明

暖房

冷房
換気

削減

②設備等の高効率化

＋

③創エネルギー①高断熱化

断熱基準
一次エネルギー消費量基準

（設備等の高効率化） （創エネルギー）

省エネ基準より強化した高断熱基準 太陽光発電等による創エネを
考慮せず
省エネ基準相当から▲20%

太陽光発電等による創エネを
余剰売電分を含め考慮し
一次エネ消費量を正味ゼロ以下

（外皮平均熱貫流率の基準例）

地域区分 1・２地域
（札幌等）

3地域
（盛岡
等）

４地域
（⾧野
等）

5・６・7地
域

（東京等）

ZEH基準 0.4 0.5 0.6 0.6

省エネ
基準 0.46 0.56 0.75 0.87
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令和元年度 令和2年度

住宅 省エネ基準 ZEH水準省エネ性能 省エネ基準 ZEH水準省エネ性能

全体 81.1% 14.0% 83.7% 25.1%

大規模 68.2% 0.4% 72.9% 5.0%

中規模 74.6% 2.3% 74.2% 24.4%

小規模 87.2% 22.3% 90.7% 30.7%

非住宅 省エネ基準 ZEB水準省エネ性能※１ 省エネ基準 ZEB水準省エネ性能※１

全体 97.9% 26.1% 98.7% 31.1%

大規模 （適合義務化） 32.0% （適合義務化） 39.2%

中規模 96.6% 21.2% 97.6% 20.8%

小規模 88.6% 3.1%（21.1%）※2 88.9％ 21.5%（0%）※2

※１ ZＥB水準省エネ性能:用途に応じて再エネ除きBEI=0.6/0.7、小規模は再エネ除き0.8（温対計画における2030年度以降の新築目標）
※２ （）は小規模非住宅における、用途に応じて再エネ除きBEI=0.6/0.7への適合率

省エネ基準適合率及びZEH水準/ZEB水準適合率（令和2年度）
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＜大手事業者による市場の牽引＞

住宅・建築物分野の省エネ対策の進め方

Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

●建築物省エネ法改正
（2022年6月）

2030年

ス
ト
ッ
ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

2050年2025年

新
築

既
存

＜全面義務化に向けた準備＞

＜関係省庁連携によるZEH・ZEB等への支援＞

＜建材・設備の性能向上＞

＜省エネ性能が高い建築物が選択される市場環境の整備＞

＜住宅・建築物の省エネ改修の推進＞

全
面
義
務
化

＜義務基準の引上げ＞

2022年

●全面義務化の施行
（2025年4月）

・2030年までに
ZEH・ZEB水準に引上げ

・基準・マニュアル類の整備
・講習等の実施

・省エネ法の建材・機器TR制度の基準強化

・特に住宅の改修について、補助・税・融資を総動員して推進

＜誘導基準の強化＞

規
制
（
底
上
げ
）

誘
導
（
よ
り
高
い
省
エ
ネ
性
能
）

・関連制度における基準をZEH・ZEB水準に引上げ

・住宅TR制度の対象に分譲マンションを追加するとともに、基準強化

・販売・賃貸時における省エネ性能の表示制度の強化

現状

継続的に
見直し

2023年度から

2024年度から

2022年10月から

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
適
合
率:

14
％

Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
適
合
率:

26
％

適
合
率(

住
宅):

13
％

適
合
率(

住

宅):

81
％

適
合
率(

非
住
宅):

98
％

2019年度
時点
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②住宅の省エネ基準等について
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省エネ基準の概要

【建築物】

太陽光発電

断熱窓サッシ・ガラス

高効率空調設備

ＬＥＤ照明

【住宅】

太陽光発電

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス
二重サッシひさし

高効率給湯（エコキュート等）

一次エネルギー消費量が基準値以下となること。

※「一次エネルギー消費量」

＝ 空調エネルギー消費量 ＋ 換気エネルギー消費量

＋ 照明エネルギー消費量 ＋ 給湯エネルギー消費量

＋ 昇降機エネルギー消費量 （非住宅用途のみ）

＋ その他エネルギー消費量 （OA機器等）

－ 太陽光発電設備等による創エネ量（自家消費分に限る）

外皮（外壁、窓等）の表面積あたりの熱の損失量（外
皮平均熱貫流率等）が基準値以下となること。

※「外皮平均熱貫流率」

＝外皮総熱損失量／外皮総面積

○ 省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エネ性能の確保のために必要な建築物の構造
及び設備に関する基準であり、一次エネルギー消費量基準と外皮基準からなる。

一次エネルギー消費量基準 （住宅・建築物ともに適用） 外皮基準 （住宅のみに適用）

省エネ性能向上のための取組例

＜外皮を通した熱損失のイメージ＞

屋根

外壁・窓床
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住宅における外皮性能

◎ 冷房期の平均日射熱取得率（ηAＣ）

〇 室内と外気の熱の出入りのしやすさの指標
〇 建物内外温度差を１度としたときに、建物内部から外界へ逃

げる単位時間あたりの熱量※を、外皮面積で除したもの。
※換気による熱損失は除く

〇 値が小さいほど熱が出入りしにくく、断熱性能が高い

ηAC

U

U

U

U

単位温度差当たりの外皮総熱損失量

外皮総面積
UA ＝

(W/㎡・K)

単位日射強度当たりの総日射熱取得量

外皮総面積
ηAC ＝ ×１００

〇 太陽日射の室内への入りやすさの指標
〇 単位日射強度当たりの日射により建物内部で取得する熱量

を冷房期間で平均し、外皮面積で除したもの。
〇 値が小さいほど日射が入りにくく、遮蔽性能が高い

○ 住宅の外皮性能は、UA値とηAC値により構成され、
いずれも、地域区分別に規定されている基準値以下
となることが必要。

○ 算出にあたっては、建築研究所等のHPで公開され
ている外皮性能計算シートが広く活用されている。

イータ・エー・シー

◎ 外皮平均熱貫流率（UA）
ユー・エー

地域区分 1 2 3 4 5 6 7 8

外皮平均熱貫流率の基
準値:

UA [W/(m2･K)]
0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 ―

地域区分 1 2 3 4 5 6 7 8

冷房期の平均日射熱取
得率の基準値:

ηAC [ー]
― ― ― ― 3.0 2.8 2.7 6.7

↓低いほど暖房エネルギー量が少ない

↑低いほど冷房エネルギー量が少ない

35

【参考】地域区分とは
・省エネルギー基準は、各地域の外気温傾向
や使用されている設備機器等の実態を踏ま
え、８の地域区分毎に基準値を設定。

・地域区分は、原則として市町村単位で設定。



一次エネルギー消費性能

設計仕様
（省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量）

基準仕様
（標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量）

共通条件（地域区分、室の構成・用途、各室の床面積、階高等）

空調／暖冷房エネルギー消費量

＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量

＋

給湯エネルギー消費量

＋
昇降機エネルギー消費量

※非住宅のみ

＋
事務機器等／家電等エネルギー消費量

空調／暖冷房エネルギー消費量

＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量

＋

給湯エネルギー消費量

＋
昇降機エネルギー消費量

※非住宅のみ

＋
事務機器等／家電等エネルギー消費量
※省エネ手法は考慮しない（基準仕様と同一とする）

エネルギー利用効率化設備
によるエネルギー削減量

－

＝

設計一次エネルギー消費量

＝

基準一次エネルギー消費量 ≧

設
備
効
率
の
向
上

• 外皮の断熱化
• 日射の遮蔽、取得
• ダブルスキンの採用
• 熱交換換気の採用 等

• 調光・照明制御
• 昼光利用 等

• 節湯型器具の採用
• 太陽熱温水器の設置
• 浴槽の断熱化 等

設計一次エネルギー消費量※

基準一次エネルギー消費量※
BEI ＝

◎一次エネルギー消費性能:BEI

※事務機器等／家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

＜省エネ手法の例＞

省エネ基準 : BEI ≦ 1.0

誘導基準 : BEI ≦ 0.6（事務所等、学校等、工場等）

0.7（ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所等）

0.8（住宅）

（適合義務、届出義務、説明義務等で適用）

（性能向上計画認定で適用）

• 太陽光発電設備の設置（省エネ基準に限る）
• コジェネレーション設備の設置 等
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計算ルート 仕様基準ルート

省エネ基準に基づく評価方法イメージ（戸建て住宅）

外皮性能

部位毎の面積・⾧さを
計算する

各部材の熱伝導率等
より部位の外皮性能

を計算

＋

一次エネルギー消費
性能

設置する各設備の
性能・仕様を入力し、
WEBプロで計算

仕様基準への
適合確認のみ
（計算不要）

仕様基準への
適合確認のみ
（計算不要）

パソコン等で行う
精緻な評価方法

仕様で判断を行う
評価方法

2022年11月に基準を見直し、
使い勝手が向上



建築物省エネ法における住宅の仕様基準について

・建築物省エネ法において、住宅については省エネ計算を行わず省エネ性能(省エネ基準・ZEH水準)への適合を簡
単に確認できる仕様基準が定められている。

・それぞれの気候特性に対応した形で仕様基準ガイドブックを作成。

※１ ⾧期優良住宅、ZEH水準等に対応

仕様基準を活用する主なメリット

仕様基準ガイドブック

・木造戸建住宅を対象※３として、仕様基準についてチェックリストを用いて
簡単に確認する方法を説明する、「仕様基準ガイドブック」を作成。

・１～３地域／ ４～７地域／８地域のそれぞれの気候特性にも対応

（左）省エネ基準編、（右）誘導基準編▶

※２ 住宅性能評価、BELSの評価等

※３ ８地域はRC戸建住宅も対象
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① 省エネ性能（省エネ基準・誘導基準※1）への適合を簡単に確認可能
② 2022年11月に仕様基準を見直し、使い勝手が向上
③ 建築確認手続きにおいて「省エネ適合性判定」が不要（予定）
④ 省エネ基準やZEH水準の省エネ性能を評価する各種制度※2にも活用可能
⑤ 外皮性能を「仕様基準」で確認し、一次エネルギー消費性能を計算することも可能



https://shoenehou-online.jp/

→「改正建築物省エネ法オンライン講座」をクリック

②「省エネ計算によらない省エネ基準への
適否の簡易判定法を学べるWEB講
習会」をクリック

① 改正建築物省エネ法 オンライン講座 で検索

QRコード
はこちら→

オンライン講座へのアクセス方法①
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●省エネ基準編／●誘導基準編
１～３地域／ ４～７地域／８地域
のうち、該当するものをクリック

40

オンライン講座へのアクセス方法②



オンライン講座へのアクセス方法③

資料もダウンロードできます
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仕様基準ガイドブック（抜粋）①
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仕様基準ガイドブック（抜粋）②
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仕様基準ガイドブック（抜粋）③
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仕様基準ガイドブック（抜粋）④
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仕様基準ガイドブック（抜粋）⑤
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③省エネサポートセンター等について
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サポート・情報提供窓口

制度・省エネ基準に関する問合せは

省エネサポートセンター
（一財）住宅・建築SDGs推進センターで受け付けています。

受付時間:平日 9:30～12:00 ／ 13:00～17:30
URL:http://www.ibecs.or.jp/ee_standard/faq.html

メール :（住宅）hsupport@ibecs.or.jp
（非住宅）bsupport@ibecs.or.jp

ＴＥＬ :0120-882-177

※ご質問の前に上記URLのよくある質問と回答を
ご確認ください。

※電話は混み合う事がありますので、なるべくメール
をご利用ください。

設計・工事監理に関する問合せは

建築物省エネアシストセンター
（一社）日本設備設計事務所協会連合会で受付けています。

受付時間:平日 10:00～12:00 ／ 13:00～16:00
URL:http://www.jafmec.or.jp/eco/#eco02

メール :assist_center01@jafmec.or.jp
ＦＡＸ :03-5276-3537
ＴＥＬ :03-5276-3535

※ご質問の前に上記URLのよくある質問と回答を
ご確認ください。

※電話は混み合う事がありますので、なるべくメール、
FAXをご利用ください。

※上記サイトにて、省エネ計算を引受可能な設備設計
事務所リストを公開しています。
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サポート・情報提供窓口

省エネ性能の計算支援プログラム

国立研究開発法人 建築研究所ホームページ

https://www.kenken.go.jp/becc

検索建築研究所 技術情報

住宅・非住宅別、計算の精度別にプログラムが用意さ
れています。

省エネ適合性判定・届出の窓口

一般社団法人住宅性能評価・表示協会のホームページ

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/shouene_tekihan/

検索評価協会 省エネ適判窓口

対象の物件が所在する市町村名を入力することで、窓
口となる所管行政庁・登録省エネ判定機関の連絡先が
検索できます。

申請窓口の検索ページ建築物のエネルギー消費性能に関する
技術情報ページ
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省エネ住宅に関する周知について

建築物省エネ法検索

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/shoenehou.html

→「住宅：建築物省エネ法について - 国土交通省」

令和４年６月に改正した建築物省エネ法に関する制度等の周
知を図るため、

・消費者向けに、省エネ基準の適合義務化や省エネ住宅のメ
リットなどについて解説した漫画を作成。

・最新情報を国交省HPにて随時発信中。建築物省エネ法の
各種制度、省エネ住宅・建築物への支援制度、省エネ性能
の評価・審査に関する資料、広報用リーフレット類などを掲載。
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改正建築物省エネ法オンライン講座等のご案内

・改正建築物省エネ法や省エネ計算の方法等を動画
にて説明するWEBサイトを開設。

・使用するテキストの他、詳細な解説図書、 Q&Aな
ども掲載しており、資料については全てサイト内で閲
覧・ダウンロードが可能。

・省エネ計算を行わずに省エネ基準・誘導基準
（ZEH水準）への適否を確認できる仕様基準ガイ
ドブックを作成。

・対面の講習会や建築大工技能者を対象とした断熱
施工実技研修会も実施する予定。

建築物省エネ法 オンライン講座検索

https://shoenehou-online.jp/

→「改正建築物省エネ法オンライン講座」

仕様基準ガイドブック（左）
断熱施工実技研修会（右）
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